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１ 実施計画の目的と位置づけ 

市では、平成 27 年３月に、子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基

づく計画であるとともに、市政運営の基軸となる狛江市第３次基本構想や狛江市後期基本

計画の子ども・子育て分野のマスタープランでもある「こまえ子育て応援プラン」（以下「応

援プラン」）を策定しました。応援プランでは、「計画を評価・推進する体制」のひとつと

して、年次計画を策定することとしています。そこで、応援プランの計画期間である平成

31 年度までの各年度で、重点的・優先的に取り組むべき「重点施策」を、具体的かつ明

確にした年次計画として「こまえ子育て応援プラン・実施計画」（以下「実施計画」）を策

定しました。 

この実施計画については、実態に合った実効性のある計画とするため、毎年度見直し（以

下「ローリング」）を行い、着実な推進を図ります。 

また、応援プランの中で、事業の必要量とその具体的な確保の方策を定めた「子ども・

子育て支援事業の量の見込みと確保の方策」についても、今年度ローリングを行ったもの

を実施計画に盛り込むことにより、平成 28 年度以降の重点施策と一体的に進捗管理を行

うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 「教育・保育及び地域型保育事業」及び「地域子ども・子育て支援事業」 

 

 

 

 

 

 重点施策 
子ども・子育て支援事業※１

の量の見込みと確保の方策 

 

＜こまえ子育て応援プラン＞ 

年次計画 

＜こまえ子育て応援プラン・実施計画＞ 

ローリング版 

→ 毎年度ローリングし、着実に推進 
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２ 応援プランの推進体制と実施計画 

応援プランでは、応援プランを着実に推進していくために、新たに市長を本部長とす

る「狛江市子ども・子育て支援事業計画推進本部」と児童青少年部長を委員長とする「狛

江市子ども・子育て支援事業計画庁内委員会」を設置し、推進体制の強化を図りました。 

また、「狛江市子ども・子育て会議」において、市民の視点を踏まえた適切な進捗管理

を行っていくこととしました。 

応援プランのうち、重点施策及び子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策

については、当該実施計画に基づき、進捗管理を行うこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 重点施策の年次計画 

応援プランの重点施策については、その関連事業ごとに平成 31 年度までの各年度で、

具体的に取り組む内容を明確にし、取り組んでいきます。 

 

重点施策及び関連事業 

１ 待機児解消と子育て支援施設の充実 

・学童保育所・小学生クラブ等の充実（４ページ） 

・保育園等の施設整備（４ページ） 

・公立保育園の民営化（５ページ） 

・保育・教育の質の向上に向けた専門職の研修（５ページ） 

２ 子育て支援人材の発掘と活用 

・潜在的人材の掘り起こし（６ページ） 

３ 子ども家庭支援センターの充実 

・子ども家庭支援センターの充実（６ページ） 

【報告】 

狛江市子ども・子育て支援事業計画推進本部※ 

【指示】 

狛江市子ども・子育て会議 

【意見】 

【報告】 

狛江市子ども・子育て支援事業計画庁内委員会 

※保育を必要とする２号認定及び３号認定の量の見込みと確保の方策については、狛江市待機児対策推

進本部の検討結果を反映 
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重点施策及び関連事業 

４ 子育て支援の連携機会づくり 

・「子育て支援推進会議(仮称)」の設置（６ページ） 

５ 出生から学齢までの一貫した療育システムの構築の検討 

・相談事業の充実（７ページ） 

・（再掲）子ども家庭支援センターの充実（８ページ） 

・地域療育システムの構築（９ページ） 

・「児童発達支援センター（仮称）」の創設（10 ページ） 

・就学相談等の推進（10 ページ） 

６ インターネットを活用した情報発信機能「子育てポータルサイト」の充実 

・広報紙・インターネット等による情報の提供・集約（11 ページ） 

・子育てポータルサイトの充実（11 ページ） 

７ ワーク・ライフ・バランスの推進 

・乳幼児等とのふれあい体験機会の提供（11 ページ） 

・仕事と生活の調和に向けた協働推進（12 ページ） 

・市職員を対象とした保育実習や実地研修の充実（13 ページ） 

・ワーク・ライフ・バランスに関する周知（13 ページ） 

・事業所への積極的な支援（14 ページ） 

・市役所におけるワーク・ライフ・バランスの実践（14 ページ） 

８ 子どもが地域でいきいきと過ごせる環境づくり 

・「居場所と遊びニーズ」の把握・対応充実（15 ページ） 

・プレーパークの設置・推進（16 ページ） 

９ 子どもの貧困対策 

・スクールソーシャルワーカーの活動推進（16 ページ） 

・「スクールソーシャルワーカー活動研究会(仮称)」の設置（17 ページ） 

・学習支援事業の推進（17 ページ） 

10 子育て家庭と地域とのつながりへの支援 

・「こんにちは赤ちゃん事業」の充実（18 ページ） 

・民生児童委員による家庭訪問の充実（18 ページ） 

 



1 待機児解消と⼦育て⽀援施設の充実
【学童保育所・⼩学⽣クラブ等の充実】
【平成31年度までの目標】

児童青少年課

【保育園等の施設整備】

【平成31年度までの目標】

児童青少年課

子育て支援課

・狛江市待機児対
策推進本部の設置

・狛江市待機児対
策推進本部の検討
結果及びこまえ子
育て応援プランの
ローリング結果に
基づいた保育施設
整備

　本計画に基づいて、計画的に保育施設を整備していきます。

＜96＞

保育園等の施設
整備

・平成28年度新
規開園の私立認定
こども園設置準備

・私立認定こども
園開園

31年度

・認可保育園２か
所開園

・和泉保育園民営
化に伴う定員拡大

・小規模保育１か
所開園

・小規模保育１か
所開園

・認可保育園１か
所開園

　利用希望者の全員受入れが可能となるよう、ニーズが高い地域での施設の設置・拡充など、市全体のニーズを見据えて検討し
ます。
　また、児童が相互に関係性を構築し、まとまりをもってともに生活できるよう、児童の集団の単位を40人とするように努め
ます。
　今後は、受入れ時間の延長や、放課後子ども総合プランの推進による放課後子ども教室との連携など、地域全体で子どもたち
の健全育成に取り組む体制づくりを目指します。

　※「放課後子ども総合プラン」；国で策定した計画で、すべての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を
中心とした放課後子供教室等の計画的な整備等を進めることを目的としている。

＜36＞

学童保育所・小
学生クラブ等の

充実

担当課31年度

担当課
事業ＮＯ．

事業名
27年度 28年度 29年度 30年度

・一支援単位40
人以下の体制実施

・北部地域に児童
館を新設し、学童
クラブを開設

28年度 29年度事業ＮＯ．
事業名

・和泉小学生クラ
ブの定員増を図る

・新設学童クラブ
としてこどもクラ
ブを開設

・学童保育所の定
員拡大の検討

・民間事業者の誘
致等による学童ク
ラブの新設を検討

・放課後クラブの
設置拡大の検討

30年度

・学童保育所、放
課後クラブの定員
見直し

・放課後クラブ及
び民間学童クラブ
の新設

27年度
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【公⽴保育園の⺠営化】

【平成31年度までの目標】

【保育・教育の質の向上に向けた専⾨職の研修】

【平成31年度までの目標】

児童青少年課

子育て支援課

担当課

＜後新102＞

公立保育園
の民営化

27年度

・市内保育施設職
員等を対象とした
市立保育園主催の
研修の実施

・宮前保育園民営
化に係る保育園
「めぐみの森保育
園」開園

・宮前保育園三者
協議会の継続開催
（三者協議会で同
意があった場合は
解散）

・民営化移行後ア
ンケート（宮前）

・和泉保育園引継
保育の実施

・和泉保育園三者
協議会の継続開催

・民営化移行後ア
ンケート（和泉）

・和泉保育園民営
化に係る保育園開
園

・和泉保育園三者
協議会の継続開催
（三者協議会で同
意があった場合は
解散）

事業ＮＯ．
事業名

事業ＮＯ．
事業名

＜新規103＞

保育・教育の質
の向上に向けた
専門職の研修

　自己評価や外部研修の参加など、園長会等で研修メニューを作成し、計画的に保育士等の研修を行います。

・既存の研修内容
等の把握と必要性
の検討

・外部研修等の情
報提供

・研修費等の補助

・前年度の検討内
容を踏まえた研修
の実施、支援

29年度 30年度

27年度 28年度

　「狛江市立保育園民営化の指針」に基づき、保護者の理解を求めながら、公立保育園２園の民営化を進めます。また、民営化
にあたっては、「狛江市立保育園民営化ガイドライン」に従い、在園児への十分な配慮などに努めます。【平成28年度　宮前
保育園　平成29年度　和泉保育園】

31年度

31年度

・（仮称）狛江市
立保育園民営化検
証委員会の設置

・宮前保育園引継
保育の実施

・宮前保育園三者
協議会の継続開催

・和泉保育園民営
化に係る保育園運
営法人の決定

・和泉保育園民営
化移行計画の策定

・和泉保育園三者
協議会の設置及び
開催

30年度

児童青少年課

担当課29年度

28年度
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2 ⼦育て⽀援⼈材の発掘と活⽤ 
【潜在的⼈材の掘り起こし】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

３ ⼦ども家庭⽀援センターの充実
【⼦ども家庭⽀援センターの充実】

【平成31年度までの目標】

子育て支援課

４ ⼦育て⽀援の連携機会づくり
【「⼦育て⽀援推進会議(仮称)」の設置】

【平成31年度までの目標】

子育て支援課

担当課

・子ども家庭支援
センター駅前移転

・子ども家庭支援
センター運営

・第三者評価の実
施

31年度事業ＮＯ．
事業名

27年度 30年度

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

＜33＞

子ども家庭支援
センターの充実

・現状の子ども家
庭支援センターの
把握

・子ども家庭支援
センターの機能整
理

平成29年度予算
要求までに整理

・モデル区域の検
討
　「子育て支援推
進会議（仮称）」
の設置検討（構成
メンバー等）

　
・地域の情報交換
等を行う場につい
て現状把握
（情報交換等を目
的とした地域住民
による会議体、ま
たは類似の会議体
の有無など）

※「子育てボランティア講座」
　子育てを終えた方などを対象に開催。保育ボランティア等を行うために必要な知識などの習得を目的としている。開催受講後は、可能
な範囲で保育ボランティア等として活動できる。

＜４４＞

潜在的人材の掘
り起こし

・「子育てボラン
ティア講座」の受
講状況等の把握

　すべての子育て家庭の多様な相談に対応できるよう、臨床発達心理士などの専門性を備えた職員の配置を今後も継続して整備
していきます。また、関係機関等との連携を強化します。センター機能の充実を図るとともに、問題点や課題についても常に把
握するよう努め、子育て支援の中心的機能のあるべき姿に向けて検討や実践に取り組みます。また、年齢に応じた支援が途切れ
ることなく適切に行われるよう、情報の集約化や活用などを進めます。

29年度28年度

　小学校区など、身近な地域において、子育て中の保護者や子ども・子育て支援事業者をはじめ、町会、自治会、老人会、ボラ
ンティア、地域住民を含む幅広い人たちが、気軽に交流や情報交換を行い、地域のつながりをつくり、ひいては子育て力を高め
るよう「子育て支援推進会議（仮称）」を設置します。
　当面は、子育て支援課を中心に、健康推進課、指導室などの関係課の協力のもと、「モデルとなる小学校区」の設定を検討す
るなど、具体的な取組みを進めます。

担当課

＜43＞

「子育て支援推
進会議(仮称)」

の設置

事業ＮＯ．
事業名

　国による「子育て支援員」の養成、研修事業と歩調を合わせながら、人材の発掘に取り組みます。

28年度 29年度 担当課

・子育て支援員研
修を踏まえ、「子
育てボランティア
講座」の活用を検
討

・子育て支援員研
修のＰＲ

・モデル以外の
「子育て支援推進
会議（仮称）」の
設置、検討

・「子育て支援推
進会議（仮称）」
の検証
（運営における課
題整理等）

・「子育て支援推
進会議（仮称）」
の設置、運営

事業ＮＯ．
事業名

27年度

「（仮称）子育て
ボランティア講
座」の検証

31年度30年度

「（仮称）子育て
ボランティア講
座」の見直し

・新たな「（仮
称）子育てボラン
ティア講座」の開
催
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５ 出⽣から学齢までの⼀貫した療育システムの構築の検討 
【相談事業の充実】
【平成31年度までの目標】

健康推進課

子育て支援課

児童青少年課

・私立幼稚園で
の巡回相談の実
施

・私立幼稚園で
の巡回相談の回
数の拡大

　窓口相談のほか、幼稚園・保育園への巡回相談により相談できる機会を増やすとともに、各種専門職による相談事業
の実施により充実を図ります。
　また、多岐にわたる療育相談窓口を統一し、多職種の専門職がきめ細かな相談支援を行える拠点として、児童発達支
援センター（仮称）の設置を目指すとともに、子どもの発達について、これまで受けてきた支援内容など保護者と様々
な機関が連携、協力して支援するために必要なサポートブック（仮称）を導入し、活用していきます。

担当課
事業ＮＯ．

事業名
27年度 28年度

＜132＞

相談事業の充実

・支援の必要な
子どもについ
て、気軽に相談
できる窓口への
改善

・児童発達支援
事業所、放課後
等デイサービス
事業所等との緊
密な連携

・サービス等利
用計画に沿った
福祉サービスの
支援

・ケースワー
カーを中心とし
た子ども、保護
者、各関係機関
との調整

・サポートブッ
クの作成と配布

・サポートブッ
クの配布・活用

29年度 30年度 31年度

・検討結果に基
づく相談事業の
実施

福祉相談課

・市立保育園、
私立保育園等で
の巡回相談の実
施

・市立保育園で
の巡回相談の実
施

・私立保育園で
の巡回相談の拡
充

・認定こども園
での巡回相談の
実施（新規）

・認定こども園
での巡回相談の
拡充

・私立保育園で
の巡回相談の実
施

・認定こども園
での巡回相談の
実施

・相談件数、内
容の把握と課題
の整理

・相談事業のあ
り方の検討
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（再掲） ３ ⼦ども家庭⽀援センターの充実
【⼦ども家庭⽀援センターの充実】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

平成29年度予算
要求までに整理

・子ども家庭支援
センター駅前移転

・子ども家庭支援
センター運営

・第三者評価の実
施

＜33＞

子ども家庭支援セン
ターの充実

・現状の子ども家
庭支援センターの
把握

・子ども家庭支援
センターの機能整
理

担当課

　すべての子育て家庭の多様な相談に対応できるよう、臨床発達心理士などの専門性を備えた職員の配置を今後も継続して整備してい
きます。また、関係機関等との連携を強化します。センター機能の充実を図るとともに、問題点や課題についても常に把握するよう努
め、子育て支援の中心的機能のあるべき姿に向けて検討や実践に取り組みます。また、年齢に応じた支援が途切れることなく適切に行
われるよう、情報の集約化や活用などを進めます。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 31年度30年度
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【地域療育システムの構築】
【平成31年度までの目標】

福祉相談課

高齢障がい課

子育て支援課

指導室

学校教育課

　相談・連絡調整体制、乳幼児期から学齢期までの一貫した療育体制、学校との連携、幼稚園や保育園への支援、放課後児童対
策などの充実を目指し、乳児期から学齢期までの一貫した療育システムの構築を進めます。
　そのために、子ども家庭支援センターと、児童発達支援センターとの機能整理、幼稚園、保育園、学校のアドバイスを含めた
巡回指導や医療との連携などについて、「あり方検討委員会」を設置し、具体的に検討を進めていきます。また、こうした総合
的な視点に基づく療育システム運営が効果的に機能するよう、拠点等の充実についても積極的に推進します。
「就学支援シート」を広く周知し、就学前の子どもの保護者が、円滑に活用できるよう取り組みます。

・ケースワーカー
の視点から狛江の
あるべき療育シス
テムにおけるケー
スワーカーの役割
の確立

31年度

・あり方検討委員
会への参画

・先進都市の視察
調査

＜128＞

地域療育システ
ムの構築

・現状の療育体制
の把握

・現状の療育体制
の把握

・あり方検討委員
会設置検討（事務
局体制、構成メン
バー他）

担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度

・現状の療育体制
の把握

・あり方検討委員
会設置の検討（事
務局体制、構成メ
ンバー他）

・あり方検討委員
会設置

・現状の問題点、
課題の把握のため
の調査
（関係機関、保護
者等含む）

・先進都市の視察
調査

・地域療育システ
ム構想（案）策定

健康推進課

・地域療育システ
ム構想（案）策定

・地域療育システ
ム構築、運用

・子ども家庭支援
センターから療育
への「つなぎ」に
ついて検証

・あり方検討委員
会設置

・現状の問題点、
課題の把握のため
の調査（関係機
関、保護者等含
む）

・先進都市の視察
調査

・地域療育システ
ムにおける母子保
健事業の実施

30年度

・現状の療育体制
の把握

・あり方検討委員
会への参画

・先進都市の視察
調査

・地域療育システ
ム構築、運用

・地域療育システ
ムにおける課題検
証

・現状の療育体制
の把握

・就学支援シート
の活用方法の検討

・あり方検討委員
会への参画

・先進都市の視察
調査

・現状の療育体制
の把握

・あり方検討委員
会への参画

・先進都市の視察
調査
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【「児童発達⽀援センター（仮称）」の創設】

【平成31年度までの目標】

福祉相談課

健康推進課

子育て支援課

【就学相談等の推進】
【平成31年度までの目標】

学校教育課

27年度

・医師及び臨床心
理士の就学支援委
員会への出席

・民間療育施設へ
の情報提供

28年度 29年度

　各関係機関との連携により、適切な就学支援を行います。また、学校教育法施行令の改正を踏まえ、障がいの状態、教育的ニー
ズ、保護者や専門家の意見等を総合的に勘案して、就学先を決めていきます。
　また、より適した学習環境を選べるよう、十分な情報提供を行っていきます。

・児童発達支援セ
ンター（仮称）の
創設

・地域療育システ
ム構想（案）策定

担当課30年度 31年度

　
・関係部署での庁
内検討会議の実施
による現状の把握
及び課題の整理

担当課30年度

高齢障がい課

・地域療育システ
ム構想を踏まえ
て、センターの創
設に向けて具体的
に検討開始

＜134＞

就学相談等の推
進

・就学支援委員会
の見直し

・新たな情報提供
方法の検討

31年度

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度

・具体的な機能等
を検討するために
関係部署での庁内
検討会議を実施

・現状、保健、福
祉、教育の各部署
で行われている関
係事業を繋いだ一
貫した療育システ
ムの構築に向け
た、課題の把握及
び整理

29年度

・地域療育システ
ムのあり方検討委
員会における検討

　「狛江市市民福祉推進委員会」等で議論されてきた内容を踏まえ、センターの機能や場所・設置主体・定員等を検討し、創設し
ます。

＜後新129＞

「児童発達支援
センター（仮
称）」の創設

・地域療育システ
ムのあり方検討委
員会における検討

・地域療育システ
ムのあり方検討委
員会における検討

・担当ケースワー
カーより、日常の
業務のケースワー
クの中から、機
能、あり方につい
て意見を集約

事業ＮＯ．
事業名

・関係部署での庁
内検討会議の実施
による現状の把握
及び課題の整理

・地域療育システ
ムのあり方検討委
員会における検討

・地域療育システ
ム構想（案）策定
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6 インターネットを活⽤した情報発信機能「⼦育てポータルサイト」の充実
【広報紙・インターネット等による情報の提供・集約】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

【⼦育てポータルサイトの充実】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

7 ワーク・ライフ・バランスの推進
【乳幼児等とのふれあい体験機会の提供】
【平成31年度までの目標】

指導室

児童青少年課

・都教育委員会作
成の就学前教育プ
ログラムの活用を
教務主任会にて検
討

・小学校1校をモ
デル校として指定

・都教育委員会作
成の就学前教育プ
ログラムを活用し
た交流の実施

担当課28年度

＜93＞

乳幼児等とのふれ
あい体験機会の提

供

・モデル校の成果
を普及

・岩戸児童セン
ター（小学生クラ
ブ）における乳幼
児ふれあい体験事
業の実施

・公立保育園等に
おける中高生の職
場体験の受入れ

・市内保育園と市
内小学校の交流事
業の実施

・その他、ふれあ
い体験事業等の検
討

30年度 31年度

27年度事業ＮＯ．
事業名

31年度29年度 30年度

　
・子育てポータル
サイトの機能整
理・統合について
検討

　市民との協働により、情報ニーズの把握に努めながら、情報の更新や掲載内容の充実に取り組み、子育てポータルサイトの利用者
数の増加を目指します。
　また、市内の様々な取組みや活動について、広く周知していきます。

担当課事業ＮＯ．
事業名

・子育てポータル
サイトの内容充実

・子育てポータル
サイトの再構築
（設計・構築）

・再構築後の子育
てポータルサイト
の利用状況等検証

27年度 28年度 29年度

　子育てポータルサイトやツイッター・フェイスブックなどのSNSを活用して、様々な子育て情報をリアルタイムに提供していきま
す。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

　保育園や児童館・児童センター、学童クラブ等が連携し、小中学生・高校生が乳幼児とふれあう機会の拡大に努めます。
　また、モデル校を指定した上で、その総合的な学習の時間などを活用し、小学生が乳幼児とふれあう機会を創出します。
　同時に、中学校の技術・家庭科の授業で、生徒が幼児と一緒に遊んだり交流したりすることについて、関係部署と連携を図りなが
ら推進していきます。

担当課

＜３＞

広報紙・インター
ネット等による情
報の提供・集約

　
・子育てポータル
サイトの利用状況
とＳＮＳの活用状
況等についての現
状把握と分析

　
・子育てポータル
サイト及びＳＮＳ
を活用した情報発
信

　
・子育てポータル
サイト及びSNS
の利用状況検証と
それを踏まえた活
用

＜新規５＞

子育てポータルサ
イトの充実

　
・子育てポータル
サイトの利用状況
等現状分析
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【仕事と⽣活の調和に向けた協働推進】
【平成31年度までの目標】

政策室

地域活性課

子育て支援課

・狛江市男女共同
参画推進委員会の
組織強化

・ワーク・ライ
フ・バランスの効
果的な広報活動等
の検討

・他自治体との連
携の推進

　市内の多様な就労環境において、仕事と生活の調和が正しく認識され、可能な限り取り組んでもらえるよう、情報提供等の支
援を進めます。
　市民や事業者がワーク・ライフ・バランスについて理解を深められるよう広報活動や様々な情報提供等の支援を行います。国
等や関係機関が実施している育児・介護との両立支援事業や、労働時間の短縮等の普及促進を図るために、市民に対するワー
ク・ライフ・バランスの講習会や事業者に対する中小企業の取組み実施事例紹介等の普及促進事業を推進します。

31年度 担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度

＜111＞

仕事と生活の調
和に向けた協働

推進

・ワーク・ライ
フ・バランスの具
体的な啓発方法を
検討

29年度 30年度

・狛江市男女共同
参画推進委員会に
よるフォーラムの
開催や冊子の発行
等を実施

・他自治体と連携
した取組みの推進

・子育てポータル
サイトを活用する
など新たな啓発方
法により情報発信
を行う

・地域活性課と連
携したワーク・ラ
イフ・バランスに
関する講演会の実
施

・啓発方法につい
ての検証と実践

・国や東京都等か
ら送付されるマ
ザーズハローワー
クや相談窓口案内
等のチラシの配布

・東京都労働相談
情報センター開催
のセミナーへの共
催

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する市民向け講演
会の実施
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【市職員を対象とした保育実習や実地研修の充実】
【平成31年度までの目標】

【ワーク・ライフ・バランスに関する周知】
【平成31年度までの目標】

政策室

子育て支援課

地域活性課

・所属部職員によ
る保育園実地研修
を実施

・市立学校教員の
保育園実地研修の
受入れ

・国や東京都等か
ら送付されるマ
ザーズハローワー
クや相談窓口案内
等のチラシの配布

　子育てポータルサイトにワーク・ライフ・バランスに関する専用ページを設け、重要性や補助制度等に関する情報をはじめ、
事業所による取組みの紹介など、積極的な情報発信に努めます。

29年度 30年度 31年度

・市民活動・生活
情報誌「わっこ」
に育児休業の記事
を掲載

・子育てポータル
サイトの活用方法
の検討

・効果的な周知方
法の検討

・子育てポータル
サイトを活用し積
極的な情報発信を
実施（効果的な周
知方法の実施）

・子育てポータル
サイトの機能整
理・統合の中で、
ワーク・ライフ・
バランスの専用
ページについて検
討

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する情報収集とコ
ンテンツ整理

事業ＮＯ．
事業名

27年度 担当課

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する専用ページの
利用状況等分析及
び改善

28年度

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する専用ページの
構築、運用

・ワーク・ライ
フ・バランスにつ
いての情報収集と
コンテンツの充実

＜新規113＞

ワーク・ライ
フ・バランスに

関する周知

　子どもに関わる市職員だけでなく、新人の市職員を対象に保育実習や保育園等児童福祉施設の実地研修を実施します。

担当課

職員課

児童青少年課

事業ＮＯ．
事業名

＜新規112＞

市職員を対象と
した保育実習や
実地研修の充実

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

・新規採用職員等
を対象とし、学童
保育所等における
保育実習を実施
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【事業所への積極的な⽀援】
【平成31年度までの目標】

政策室

子育て支援課

地域活性課

【市役所におけるワーク・ライフ・バランスの実践】
【平成31年度までの目標】

職員課

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する事業所向け講
演会の検討

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する事業所向け講
演会の実施

　ワーク・ライフ・バランスの取組みに関する調査・研究を行い、モデルとなるような事業所の実践の様子を子育てポータルサ
イト等で周知し、市全体でワーク・ライフ・バランスの機運を醸成します。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課

30年度 31年度

　
・情報収集（ワー
ク・ライフ・バラ
ンスの実践事業所
への取材等）によ
り、積極的に情報
発信

＜新規114＞

事業所への積極
的な支援

・ワーク・ライ
フ・バランスに関
する情報提供

・関係課との情報
共有

・関係課との情報
共有、連携

・市民、事業所を
含めた幅広い啓発
活動の実施

・関係課との連
携、情報交換

28年度 29年度

・関係課との連携
（情報共有とワー
ク・ライフ・バラ
ンスの取組みに関
して調査・研究）

・ワーク・ライ
フ・バランスのモ
デル事業所や各種
制度等について、
ポータルサイトに
専用ページを設け
紹介

＜新規115＞

市役所における
ワーク・ライ

フ・バランスの
実践

・8月に第２期狛
江市特定事業主行
動計画を策定。計
画に基づき「子育
て・介護休暇制度
ガイドブック」を
作成し、育児休暇
を含めた休暇制度
の周知の実施

・男性職員のより
積極的な育児休業
取得を促すための
手法の検討

・男性職員のより
積極的な育児休業
取得を促すための
手法の実施

担当課

　市役所の男性職員に対しても、育児休業制度を周知することで、積極的な取得を促していきます。

事業ＮＯ．
事業名

27年度

・国や東京都等か
ら送付される支援
制度案内等のチラ
シの配布

・東京都労働相談
情報センター開催
のセミナーへの共
催
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８ ⼦どもが地域でいきいきと過ごせる環境づくり
【「居場所と遊びニーズ」の把握・対応充実】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

社会教育課

・（仮称）子ども
自由広場として

（仮称）北部児童
館用地暫定活用

・市立小学校全校
におけるＫｏＫｏ
Ａ（放課後子ども
教室）の実施

・中高生フェス
ティバル、青少年
会議の実施等のソ
フト面での中高生
の居場所づくり

・青少年育成委員
会（４中学校区）
による地域におけ
る子どもの居場所
づくり活動

・その他、中高生
の居場所づくりの
研究、検討

・（仮称）北部児
童館基本構想策
定、基本設計（子
どもたちの意見反
映）

・（仮称）北部児
童館実施設計

　「地域の居場所や過ごし方」の観点から、狛江の子どもが心身ともに健全に、いきいきと地域で過ごすことのできる環境づく
りについて、アンケートの実施等を通じ、常に当事者である子どもの意見や要望等の把握に努め、その後の施策に反映していき
ます。
　具体的な取組みとして、小学校高学年、中高生に対して、ニーズ調査を実施します。

＜49＞

「居場所と遊び
ニーズ」の把
握・対応充実

・平成26年度に
実施したニーズ調
査報告書に基づ
き、社会教育委員
の会議において中
学生の居場所づく
りを検討、関係機
関と調整

・（仮称）北部児
童館建設工事

担当課

・（仮称）北部児
童館開館

児童青少年課

31年度事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度

　
・社会教育委員の
会議の結論も踏ま
えたニーズ調査の
検討（設問内容、
調査方法等）

・ニーズ調査の実
施及び集計

・集計結果を踏ま
えた施策への反映
についての検討

・ニーズ調査結果
の施策への反映

・ニーズ調査結果
を反映した施策の
検証

・中学生の居場所
を市内地域セン
ターに開設
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【プレーパークの設置・推進】
【平成31年度までの目標】

子育て支援課

9 ⼦どもの貧困対策
【スクールソーシャルワーカーの活動推進】
【平成31年度までの目標】

指導室

30年度 31年度

・要保護児童対策
地域協議会である
「狛江市子ども家
庭支援ネットワー
ク会議」におい
て、スクールソー
シャルワーカーの
活動を周知

・庁内関係課と連
携し、スクール
ソーシャルワー
カーの活動内容な
ど現状把握

・スクールソー
シャルワーカーの
活動内容等を踏ま
えて、支援に必要
な新たな連携方法
について研究

・新たな連携方法
による支援実施

・スクールソー
シャルワーカーと
子育て支援課、子
ども家庭支援セン
ターとが連携した
支援の実施

＜74＞

スクールソー
シャルワーカー

の活動推進

担当課事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度

子育て支援課

担当課

　学校や家庭の連携や協力だけでは解決できないような課題に対して、スクールソーシャルワーカーが様々な関係機関等と連
携・調整を行い有効な支援策を見立て、支援ネットワークを築くためのコーディネートを図り、活動の充実に取り組みます。

・教育研究所運営
連絡会、生活指導
主任会、不登校、
教育相談対策委員
会などの機会を通
してスクールソー
シャルワーカーの
活動状況等につい
て把握

・教育研究所運営
連絡会において、
スクールソーシャ
ルワーカーと子育
て支援課、子ども
家庭支援センター
との連携の在り方
を検討

　平成28年１月にプレーパークを常設し、子どもたちが、自由な発想で自由に遊べる場と機会を提供していきます。
　さらに、遊びを通して、子どもたちの感性や生きる力を磨いていけるよう、プレーパークを推進していきます。

・近隣住民との調
整を行うため
「（仮称）プレー
パーク事業地域連
絡会」の設置・運
営

・「（仮称）プ
レーパーク事業地
域連絡会」の運営
による近隣住民と
の連絡、調整

・プレーパークの
周知

・運営法人との調
整

・プレーパークの
利用促進を図るた
めの取組みを実施

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

＜新規51＞

プレーパークの
設置・推進

児童青少年課

・運営法人の決定
及び契約、プレー
パーク開設

・管理棟及び公園
内整備

・西河原公園内に
設置
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【「スクールソーシャルワーカー活動研究会(仮称)」の設置】
【平成31年度までの目標】

福祉相談課

【学習⽀援事業の推進】
【平成31年度までの目標】

福祉相談課

社会教育課

＜新規80＞

学習支援事業の
推進

・生活困窮者自立
支援制度として、
学習支援員ととも
に世帯の自立支援
を行える事業の検
討

・生活困窮者自立
支援制度として、
学習支援員ととも
に世帯の自立支援
を行える事業の実
施

・学校支援ボラン
ティアについて検
討し、関係機関と
調整の実施

・学校支援ボラン
ティアの実施

　具体的な実施方法等を検討し、学校関係機関との連携のもと、学習支援に取り組みます。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 担当課

＜新規75＞

「スクールソー
シャルワーカー
活動研究会(仮
称)」の設置

　

・庁内関係課と連
携し、スクール
ソーシャルワー
カーの活動内容な
ど現状把握

・「スクールソー
シャルワーカー活
動研究会（仮
称）」へ参加

　
・庁内関係課と連
携し、スクール
ソーシャルワー
カーの活動内容な
ど現状把握

・市内の小中学校
に通う子どもたち
と世帯の支援を行
う専門職の視点か
らのスクールソー
シャルワーカーと
の意見交換の実施

・「スクールソー
シャルワーカー活
動研究会（仮
称）」へ参加

・教育研究所運営
連絡会、生活指導
主任会、不登校、
教育相談対策委員
会などの機会を通
してスクールソー
シャルワーカーの
活動状況等につい
て把握

・指導室、子育て
支援課、福祉相談
課等と「スクール
ソーシャルワー
カー活動研究会
（仮称）」の構成
員について検討

・「スクールソー
シャルワーカー活
動研究会（仮
称）」を設置、運
営

・指導室、子育て
支援課、福祉相談
課等と「スクール
ソーシャルワー
カー活動研究会
（仮称）」の活動
内容について検討

・スクールソー
シャルワーカーに
ついての理解啓発
リーフレットを作
成、配布

・スクールソー
シャルワーカー活
動研究結果報告書
作成

・スクールソー
シャルワーカー活
動研究結果報告書
を踏まえたスクー
ルソーシャルワー
カーの活動等周知

　外部の有識者や学校関係者による「スクールソーシャルワーカー活動研究会（仮称）」を設置し、スクールソーシャルワー
カーによる活動のあり方等を検討します。

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 担当課31年度

・スクールソー
シャルワーカー活
動研究結果報告書
を踏まえたスクー
ルソーシャルワー
カーの活動等周知

・スクールソー
シャルワーカー活
動研究結果報告書
を踏まえたスクー
ルソーシャルワー
カーの活動等周知

子育て支援課

指導室
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10 ⼦育て家庭と地域とのつながりへの⽀援 
【「こんにちは⾚ちゃん事業」の充実】
【平成31年度までの目標】

【⺠⽣児童委員による家庭訪問の充実】
【平成31年度までの目標】

・訪問事業の試行
実施

・訪問事業の本格
実施

・訪問事業実施
（振り返り）

健康推進課

担当課

＜新規46＞

民生児童委員に
よる家庭訪問の

充実

・検討委員会設置
の検討（事務局体
制、構成メンバー
他）

・現状の新生児の
状況把握

・「こんにちは赤
ちゃん事業」につ
いて調査

・他市状況調査

・検討委員会の設
置

・現状の問題点、
課題の把握のため
の調査（関係機
関、保護者等含
む）

・先進市の視察調
査

・健康推進課保健
師との役割分担の
検討

・訪問歳児の検討

・訪問事業の試行
実施

・訪問事業の本格
実施

・訪問事業実施
（振り返り）

地域福祉課

・検討委員会設置
の検討（事務局体
制、構成メンバー
他）

・現状の新生児の
状況把握

・「こんにちは赤
ちゃん事業」につ
いて調査

・他市状況調査

・検討委員会の設
置

・現状の問題点、
課題の把握のため
の調査（関係機
関、保護者等含
む）

・先進市の視察調
査

事業ＮＯ．
事業名

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

＜19＞

「こんにちは赤
ちゃん事業」の

充実

28年度

　地域の相談役である民生児童委員が、地域につながるきっかけとして、「こんにちは赤ちゃん事業」との連携のもと、２回
目の全戸訪問の実施に向けた検討を行います。

29年度 30年度 31年度

　引き続き、出生後間もない時点での親子の状況把握により、必要な家庭にきめ細かな支援、助言、情報提供を行うととも
に、子育て中の親との意思の疎通を重視し、子育てのはじめの一歩として安心感の醸成を進めます。
　また、事業実施率100％を目指し、すべての赤ちゃんについて状況把握や適切な対応が行われるよう努めます。

担当課

健康推進課

・生後４か月以内
の状況把握ができ
ないケースについ
ての事由や問題点
の把握と整理

・適切な対応がで
きるよう状況把握
の方法や対応につ
いて検討と見直し

事業ＮＯ．
事業名

・新たな状況把握
の方法や対応につ
いての取組み

27年度
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 教育・保育及び地域型保育事業の量の見込みと確保の方策 

教育・保育及び地域型保育事業の量の見込みのうち、保育を必要とする２号認定及び

３号認定については、市の待機児対策を多角的かつ横断的に検討する「狛江市待機児対

策推進本部」において議論された結果を反映しています。具体的には、平成 27 年 10

月にまとめられた「待機児対策検討報告書」にも記載されていますが、過去の実績人口

及び平均出生率などを用いたコーホート変化率法により推計した就学前児童人口（以下

「推計児童人口」）に、今後の開発計画や保育需要を推計して算出しています。また、

１号認定及び教育を希望する２号認定の量の見込みについては、「こまえ子育て応援プ

ラン」策定時のニーズ調査結果で算出した利用意向率と推計児童人口を用いて算出して

います。※２ 

平成 27 年度 （単位：人） 

  １号認定 ２号認定 ３号認定 

  
教育を希望

保育が必要 
保育が必要 

  教育を希望 左記以外 

対象年齢  ３～5 歳 ０歳 １～２歳 

量の見込み (A) 809 198 791  180    653 

確保数 (B)  1011 777   135    542 

確
保
数
の
内
訳 

 

特
定
教
育
・ 

 

保
育
施
設 

幼稚園 市内 (C)  － － － 

認可保育園 
市内 (D)

－ 
727 98 377 

市外 (E) 10        7 

認定こども園 市内 (F)     

確認を受けない幼稚園 市内 (G)   670 
－ － － 

市外の幼稚園 (H)     341 

特
定
地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育 市内 ( I )

－ － 

  

家庭的保育 市内 (J)   

居宅訪問型保育 市内 (K)   

事業所内保育 市内 (L)    5 

認証保育所 
市内 (M)

－ 
 34 28 111 

市外 (N)    6     7  25 

家庭福祉員 市内 (O) － －     2  17 

過不足数 (B-A)      4  ▲14 ▲45 ▲111 

※２ 平成 27 年度は、実績から算出 

※３ 幼稚園の確保数は H27 年５月１日現在の状況をもとに算出 

(G) 定員数から市外在住利用者数を減算して算出（990 人－320 人） 

(H) 幼稚園利用割合から算出（33.9%） 

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 13 か所、幼稚園 3 か所、事業所内保育 1 か所、認証保育所 5 か所、

家庭福祉員 5 人で対応します。なお、現状の利用状況を踏まえ、市外の幼稚園、認証

保育所の利用も見込みます。 

  

４
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平成 28 年度 （単位：人） 

  １号認定 ２号認定 ３号認定 

  
教育を希望

保育が必要 
保育が必要 

  教育を希望 左記以外 

対象年齢  ３～5 歳 ０歳 １～２歳 

量の見込み (A) 935  205  720 155   576 

確保数 (B)  1,041 791 140 587 

確
保
数
の
内
訳 

 

特
定
教
育
・ 

 

保
育
施
設 

幼稚園 市内 (C)  － － － 

認可保育園 
市内 (D)

－ 
 697 96 387 

市外 (E)    

認定こども園 市内 (F)      15   60   9   33 

確認を受けない幼稚園 市内 (G)    640 
－ － － 

市外の幼稚園 (H)        386 

特
定
地
域
型

保
育
事
業 

小規模保育 市内 ( I )

－ － 

 5  33 

家庭的保育 市内 (J)    5 

居宅訪問型保育 市内 (K)   

事業所内保育 市内 (L)     5 

認証保育所 
市内 (M)

－ 
  34  28  111 

市外 (N)    

家庭福祉員 市内 (O) － －    ２ 13 

過不足数 (B-A)    ▲99 71 ▲15 11 

 

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 13 か所、幼稚園 3 か所、事業所内保育 1 か所、認証保育所 5 か所、

家庭福祉員４人のほか、新設される認定こども園１か所、小規模保育２か所、家庭的

保育 1 か所※４で対応します。 

また、現状の利用状況を踏まえ、市外の幼稚園、認証保育所の利用も見込みます。 

※４ 家庭福祉員１人が、新たに地域型保育事業として家庭的保育を実施 

 

(G) 定員数から市外在住利用者数を減算して算出（990 人－350 人） 

(H) 幼稚園利用割合から算出（33.9%） 

 

 

 

 

 

 

 



 

21 
 

平成 29 年度 （単位：人） 

  １号認定 ２号認定 ３号認定 

  
教育を希望

保育が必要 
保育が必要 

  教育を希望 左記以外 

対象年齢  ３～5 歳 ０歳 １～２歳 

量の見込み (A) 953  218  810 165 624 

確保数 (B)      1,052 947 158   659 

確
保
数
の
内
訳 

 

特
定
教
育
・ 

 

保
育
施
設 

幼稚園 市内 (C)  － － － 

認可保育園 
市内 (D)

－ 
853 111 443 

市外 (E)    

認定こども園 市内 (F)    15  60 9  33 

確認を受けない幼稚園 市内 (G)   640 
－ － － 

市外の幼稚園 (H)   397 

特
定
地
域
型

保
育
事
業 

小規模保育 市内 ( I )

－ － 

   8 49 

家庭的保育 市内 (J)  ５ 

居宅訪問型保育 市内 (K)   

事業所内保育 市内 (L)   ５ 

認証保育所 
市内 (M)

－ 
34 28 111 

市外 (N)      

家庭福祉員 市内 (O) －  － 2 13 

過不足数 (B-A)    ▲119  137 ▲ ７ 35 

 

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 15 か所（うち新設２か所）、幼稚園 3 か所、事業所内保育 1 か所、認

証保育所 5 か所、家庭福祉員４人、認定こども園１か所、小規模保育３か所（うち新

設１か所）、家庭的保育 1 か所で対応します。 

また、現状の利用状況を踏まえ、市外の幼稚園、認証保育所の利用も見込みます。 

 

(G) 定員数から市外在住利用者数を減算して算出（990 人－350 人） 

(H) 幼稚園利用割合から算出（33.9%） 
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平成 30 年度 （単位：人） 

  １号認定 ２号認定 ３号認定 

  
教育を希望

保育が必要 
保育が必要 

  教育を希望 左記以外 

対象年齢  ３～5 歳 ０歳 １～２歳 

量の見込み (A)  936  224  877  175  650 

確保数 (B)    1,048 946 180 657 

確
保
数
の
内
訳 

 

特
定
教
育
・ 

 

保
育
施
設 

幼稚園 市内 (C)  － － － 

認可保育園 
市内 (D)

－ 
 853 111  443 

市外 (E)    

認定こども園 市内 (F) 15  60   9 33 

確認を受けない幼稚園 市内 (G) 640 
－ － － 

市外の幼稚園 (H)  393 

特
定
地
域
型

保
育
事
業 

小規模保育 市内 ( I )

－ － 

11 65 

家庭的保育 市内 (J)  ５ 

居宅訪問型保育 市内 (K)   

事業所内保育 市内 (L)    5 

認証保育所 
市内 (M)

－ 
33 44 96 

市外 (N)    

家庭福祉員 市内 (O) － － 5 10 

過不足数 (B-A)    ▲112 69 5 7 

 

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 15 か所、幼稚園 3 か所、事業所内保育 1 か所、認証保育所 5 か所、

家庭福祉員４人、認定こども園１か所、小規模保育４か所（うち新設１か所）、家庭的

保育 1 か所で対応します。 

また、現状の利用状況を踏まえ、市外の幼稚園、認証保育所の利用も見込みます。 

 

(G) 定員数から市外在住利用者数を減算して算出（990 人－350 人） 

(H) 幼稚園利用割合から算出（33.9%） 
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平成 31 年度 （単位：人） 

  １号認定 ２号認定 ３号認定 

  
教育を希望

保育が必要 
保育が必要 

  教育を希望 左記以外 

対象年齢  ３～5 歳 ０歳 １～２歳 

量の見込み (A)  926  234  961  188 656 

確保数 (B)    1,048 1,012 189 681 

確
保
数
の
内
訳 

 

特
定
教
育
・ 

 

保
育
施
設 

幼稚園 市内 (C)  － － － 

認可保育園 
市内 (D)

－ 
919 120 467 

市外 (E)    

認定こども園 市内 (F)    15 60  9  33 

確認を受けない幼稚園 市内 (G)     640 
－ － － 

市外の幼稚園 (H)      393 

特
定
地
域
型

保
育
事
業 

小規模保育 市内 ( I )

－ － 

 11   65 

家庭的保育 市内 (J)  ５ 

居宅訪問型保育 市内 (K)   

事業所内保育 市内 (L)    5 

認証保育所 
市内 (M)

－ 
33  44 96 

市外 (N)    

家庭福祉員 市内 (O) － －   5 10 

過不足数 (B-A)  ▲112 51   1 25 

 

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 16 か所（うち新設１か所）、幼稚園 3 か所、事業所内保育 1 か所、認

証保育所 5 か所、家庭福祉員４人、認定こども園１か所、小規模保育 4 か所、家庭的

保育 1 か所で対応します。 

また、現状の利用状況を踏まえ、市外の幼稚園、認証保育所の利用も見込みます。 

(G) 定員数から市外在住利用者数を減算して算出（990 人－350 人） 

(H) 幼稚園利用割合から算出（33.9%） 
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５ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策 

  地域子ども・子育て支援事業の量の見込みについても、教育・保育及び地域型保育事

業の１号認定及び教育を希望する２号認定と同様の方法で算出しています。利用意向か

ら算出できない利用者支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業及び妊婦健

康診査事業についても、応援プラン作成時と同様の考え方で算出しています。 

 ※各事業の「量の見込みの考え方」は、こまえ・子育て応援プランを参照してください。 

(１)延長保育事業    

  【確保の方策の考え方】 

平成 28 年度は、認可保育園 11 か所（公立５か所、私立６か所）、小規模保育事業２

か所、認定こども園１か所で実施します。また、29 年度以降は、新設する認可保育園、

小規模保育事業で実施するとともに、未実施の認可保育園に実施の検討を求めていき

ます。 

                                              （単位：人） 

 

 

 

(２)放課後児童健全育成事業(学童クラブ) 

  【確保の方策の考え方】 

放課後児童健全育成事業（学童クラブ）の量の見込みは、平成 27 年度の高学年（９

～11 歳）の入所（会）申込み状況を加味して算出しています。 

具体的な確保の方策は以下のとおりですが、引き続き放課後子ども教室（KoKoA）

の活用を図っていくとともに、教室などの学校施設の活用について、教育委員会と具体

的に協議を行っていきます。 

 

平成 28 年度 和泉小学生クラブの改築による定員拡大 

（30 人×２クラス；定員 10 人増） 

        こどもクラブの新設（定員 40 人×１か所） 

平成 30 年度 学童保育所、放課後クラブの定員見直し 

放課後クラブの新設（定員 40 人×１か所） 

        民間事業者の誘致等による学童クラブの新設（定員 40 人×１か所） 

 平成31年度 民間事業者の誘致等による学童クラブの新設（定員40人×１か所） 

  

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A)  323  336  348  350  353 

確保数 (B)  323  336  348  350  353 

過不足数 (B-A)   0   0   0   0   0 
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                                             （単位：人） 

 

 

 

 

 

 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

(３)子育て短期支援事業  

  【確保の方策の考え方】 

現状の近隣自治体にある児童養護施設 1 か所（定員 2 人）への委託により実施します。        

（単位：人日） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 234 243 252 253 255 

確保数 (B) 234 243 252 253 255 

過不足数 (B-A) 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

※6～8 歳の量の見込みに対する確保を優先し、残りの定員を 9～11 歳の確保数として配分 

※9～11 歳の待機児は、放課後子ども教室（KoKoA）を活用 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

6～8 歳 

量の見込み (A) 524 540 541 554 571 

確保数 (B) 482 540 541 554 571 

過不足数 (B-A) ▲42 0 0 0 0 

9～11 歳 

量の見込み (A) 71 70 70 74 76 

確保数 (B) 42 30 29 96 79 

過不足数 (B-A) ▲29 ▲40 ▲41 22 3 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度

学童保育所 既存 5 か所 250 250 250 250 240 

小学生クラブ 既存 2 か所 100 110 110 110 110 

放課後クラブ 既存 4 か所 170 170 170 170 140 

こどもクラブ 新設１か所 － 40 40 40 40 

①学童保育所、放課後クラブの定員

見直し 

②放課後クラブの新設 

③民間事業者の誘致等による学童ク

ラブの新設 

－ － － 80  120 

計 520 570 570 650 650 

  ※平成 31 年度末までに１支援単位 40 人以下の体制とする。 

学童クラブの整備計画（定員） 



 

26 
 

(４)地域子育て支援拠点事業  

   【確保の方策の考え方】 

平成 28 年度までは、現状の 2 か所の子育てひろばで実施します。平成 29 年度以降

は、移転する子ども家庭支援センターを含め、新たに 2 か所で実施します（計 4 か所）。 

                                        （単位：人日） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 49,332 51,525 51,919 51,180 49,849 

確保数 (B) 27,132 27,132 51,919 51,180 49,849 

過不足数 (B-A) ▲22,200 ▲24,393 0 0 0 

※Ｈ27～28 年度の確保数は、Ｈ26 年度の実績を最大利用可能人数として設定 

(５)幼稚園の在園児を対象とした一時預かり事業(預かり保育) 

 【確保の方策の考え方】 

幼稚園 3 か所（うち 2 か所の定員計 40 人、うち 1 か所は定員の設定なし）及び利

用している市外の幼稚園での実施を見込みます。また、平成 28 年度以降は、新設する

認定こども園での実施も見込みます。                                     

（単位：人日） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 52,990 54,817 58,383 60,033 62,509 

確保数 (B) 52,990 54,817 58,383 60,033 62,509 

過不足数 (B-A) 0 0 0 0 0 

 

(６)それ以外の一時預かり(預かり保育)  

【確保の方策の考え方】 

認可保育園 3 か所（定員計 13 人）、家庭福祉員 1 人、ファミリー・サポート・セン

ター事業で実施します。平成 28 年度からは、新たに認可保育園 1 か所（定員 3 人）、

また平成 29 年度からは、新設される認可保育園３か所で実施します（認可保育園計７

か所）。 

                                           （単位：人日） 

 

 

 

 

 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 7,068 7,743 8,316 8,408 8,527 

確 

保 

数 

(B) 

認可保育園 3,146 3,904 3,872 3,920 3,888 

家庭福祉員 290 294 291 293 293 

ファミサポ事業 3,753 3,864 4,132 4,059 4,059 

過不足数 (B-A) 121 319 ▲21 ▲136 ▲287 

※認可保育園及び家庭福祉員は、各年度における実施予定日数をもとに設定 

※ファミリー・サポート・センター事業は、Ｈ27 年 3 月の活動実績から算出した活動見込み量 
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(７)病児・病後児保育事業  

【確保の方策の考え方】 

現状の狛江すこやか病児保育室 1 か所（定員 10 人）で実施します。                  

（単位：人日） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 963 1,001 1,036 1,042 1,050 

確保数 (B) 963 1,001 1,036 1,042 1,050 

過不足数 (B-A) 0 0 0 0 0 

 

(８)ファミリー・サポート・センター事業   

  【確保の方策の考え方】 

サポート会員を増やしていくことで対応します（平成 27 年４月現在のサポート会員

数 227 人）。 

                                                                               （単位：人日） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み (A) 
6～8 歳 756 777 778 796 821 

9～11 歳 612 595 599 627 644 

確保数 (B) 1,368 1,372 1,377 1,423 1,465 

過不足数 (B-A) 0 0 0 0 0 

 

(９)利用者支援事業    

   【確保の方策の考え方】 

市域の小ささ等を考慮して、当面は、市役所窓口 1 か所で実施しますが、子ども家庭

支援センターの駅前移転に伴い、子ども家庭支援センターでの実施も検討していきます。 

                                         （単位：か所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度

量の見込み (A) 1 1 1 1 1 

確保数 (B) ０ 1 1 1 1 

過不足数 (B-A) ▲１ 0 0 0 0 
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(10)乳児家庭全戸訪問事業(こんにちは赤ちゃん事業)  

   【確保の方策の考え方】  

平成 22～26 年度における出生数に対する割合をもとに算出した対象世帯数の全数

を、市の保健師等が訪問することで実施します。 

                                         （単位：人、世帯） 

 

 

 

 

(11)養育支援訪問事業   

    【確保の方策の考え方】 

対象となるすべての家庭への訪問を基本に、実績が最も多い平成 26 年度をベースに

算出した量の見込みを、市の保健師及び子ども家庭支援センター職員等が訪問すること

で実施します。 

                                            （単位：件） 

 

 

(12)妊婦健康診査事業 

    【確保の方策の考え方】 

推計出生数を対象者数、受診率 100％、１人あたりの受診回数は国が必要と認める 14

回として算出した量の見込みを、すべての契約医療機関で実施します。 

                                            （単位：人） 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

対象者数（出生数） 677 703 680 661 659 

受診率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

量の見込み（延べ受診者数） 9,478 9,842 9,520 9,254 9,226 

 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

出生数  677  703  680  661  659 

対象世帯数  706  733  709  689  687 

訪問世帯数（量の見込み）  706  733  709  689  687 

実施率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 

量の見込み 50 50 50 50 50 



 

 
 

 

 

 

 

 

資 料 
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主な子育て支援環境の状況 H28 年４月１日予定 

①認可保育園 

認可保育園一覧 

 施設名 住所 受入年齢 延長保育 

市立 

和泉保育園※ 岩戸北 1-1-12 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

藤塚保育園 和泉本町 4-7-35 満６か月～小学校就学前 ○ 

駒井保育園 駒井町 2-28-6 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

駄倉保育園 岩戸北 3-20-2 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

三島保育園 東野川 1-32-2 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

私立 

多摩川保育園 西和泉 1-5-1 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

狛江保育園 西野川 4-12-1 満６か月～小学校就学前 × 

狛江子どもの家 和泉本町 1-36-4 生後 57 日目～３歳 × 

虹のひかり保育園 東和泉 1-32-18 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

ぎんきょう保育園 東和泉 1-34-25 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

東野川保育園みんなの家 東野川４-９-７ 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

ベネッセ狛江南保育園 岩戸北３-23-８ 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

めぐみの森保育園 中和泉３-12-６ 生後 57 日目～小学校就学前 ○ 

※平成 28 年３月下旬からの約１年間は、新築工事及び民営化引継保育のため、東和泉１-32-21 の仮園舎

に一時移転します。 

 

②⼩規模保育事業 
小規模保育事業一覧  

施設名 住所 受入年齢 延長保育

一の橋赤ちゃんの家 駒井町１-15-32 ０歳～２歳 ○ 

フレンドキッズランド こまえ 
岩戸南４-22-７ 

メゾン・サンライズアイ １Ｆ 
０歳～２歳 ○ 

 

③事業所内保育事業 
事業所内保育事業一覧  

施設名 住所 受入年齢 延長保育

ヤクルト狛江あいあい保育園 東和泉１-３-15 １歳児及び２歳児 × 

 
④家庭的保育事業 
家庭的保育事業一覧  

施設名 住所 受入年齢 

さつき家庭保育室 岩戸北３-19-12 １歳児及び２歳児 
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⑤認定こども園 

 施設名 住所 受入年齢 
延長・預り 

保育 

私立 
パイオニアキ

ッズ西野川園
西野川２-４-15 

保育所部分  生後 57 日目～小学校就学前 延長保育○ 

幼稚園機能部分  ３歳～５歳 各５名以内 預り保育○ 

 
⑥認証保育所 
認証保育所一覧  

施設名 住所 

小田急ムック ひまわり園 岩戸北 2-20-10 

小田急ムック たんぽぽ園 岩戸北 2-20-10 

小田急ムック 和泉多摩川園 東和泉 4-2-3 

一の橋こどもの家 岩戸南 1-3-12 ミラドール一の橋１階 

トイボックス 狛江園 元和泉 1-1-2 

 

⑦家庭福祉員 

家庭福祉員一覧  

家庭福祉員 住所 受入年齢 

柳沢 芳子 さん 東和泉１-26-19 0～2 歳児 

亀山 陽子 さん 東和泉３-３-12 0～2 歳児 

中村 みつ江 さん 岩戸南３-６-11 0～2 歳児 

白川 佳子 さん 駒井町３-32-17 0～2 歳児 

 

⑧幼稚園 

幼稚園一覧  

 施設名 住所 預り保育 

私立 

子鹿幼稚園 東野川 3-17-1 ○ 

狛江こだま幼稚園 中和泉３-14-８ ○ 

狛江みずほ幼稚園 岩戸南４-14-１ ○ 
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⑨学童クラブ 

学童クラブ一覧  

 施設名 住所 

学童保育所 

上和泉学童保育所 和泉本町 4-7-51 上和泉地域センター内 

猪方学童保育所 猪方 1-11-2 第三小学校校庭となり 

松原学童保育所 和泉本町 1-14-3 

東野川学童保育所 東野川 1-6-3 

駒井学童保育所 駒井町 1-21-6 第六小学校校庭となり 

小学生クラブ 
岩戸小学生クラブ 岩戸南 3-15-1 岩戸児童センター内 

和泉小学生クラブ 中和泉 3-12-6 和泉児童館内 

放課後クラブ 

第一小学校放課後クラブ 和泉本町１-37-１ 第一小学校内 

緑野小学校放課後クラブ 和泉本町４-３-１ 緑野小学校内 

和泉小学校放課後クラブ 中和泉 3-33-1 和泉小学校内 

第五小学校放課後クラブ 東野川１-35-13 第五小学校内 

こどもクラブ 西野川こどもクラブ 
西野川２-４-15（認定こども園 私立パイオニア

キッズ西野川園内） 
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